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台湾における合弁会社株式譲渡に伴う合弁解消に関するお知らせ

　当社は、国産新盛股份有限公司および中興保全股份有限公司との３社で設立した合弁会社、睿信三

輪股份有限公司について、当社が保有する同社株式の全てを同社代表の謝氏に譲渡し、合弁契約を解

消することといたしましたので、お知らせいたします。

１．合弁解消の理由

当社と国産新盛股份有限公司等は、台湾市場での当社製品の取扱いを目的に、合弁会社、睿信

三輪股份有限公司を設立し、シェア拡大を推進してまいりました。

しかしながら共同経営方式では、意思決定に時間がかかるなど、市場への対応が遅れるとの懸

念を持つに至りました。従って、同社が当社の販売代理店として、合弁相手先の管理の下、現行

の事業を継続することが、合弁相手先および当社双方の企業価値を高めるために最善であると判

断し、当事者間の友好的な合意により合弁契約を解消することといたしました。

２．合弁解消の内容

当社が保有する睿信三輪股份有限公司の全株式（発行済み株式全体の26.7％）を睿信三輪股份

有限公司代表の謝氏に譲渡し、合弁契約を解消いたします。これにより、睿信三輪股份有限公司

は当社の関係会社から除外されます。

３．当該合弁会社の概要（合弁契約解消前）

(1) 名 称 睿信三輪股份有限公司（SANWA COMPANY RS TAIWAN LTD.）

(2) 所 在 地 台北市内湖区新湖一路８号６楼

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 董事長　謝麗萍

(4) 事 業 内 容 建築資材の輸入及び販売

(5) 資 本 金 150,000,000新台湾ドル

(6) 設 立 年 月 日 2016年４月

(7) 大 株 主 及 び 持 株 比 率

当社　　　　　　　　　　　26.7％

國産建材實業股份有限公司　27.3％

国産新盛股份有限公司　　　26.7％

中興保全股份有限公司　　　19.3％
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４．合弁相手会社の概要

（１）國産建材實業股份有限公司

① 名 称
國産建材實業股份有限公司
(GOLDSUN BUILDING MATERIALS CO., LTD)

② 所 在 地 台北市内湖区新湖一路８号７楼

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 董事長　林孝信

④ 事 業 内 容 コンクリート販売業

⑤ 資 本 金 13,850,003,350新台湾ドル

⑥ 設 立 年 月 日 1954年11月30日

⑦ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 欣蘭企業（股）公司6.71％、中興保全（股）公司7.68％

⑧
上 場 会 社 と 当 該 会 社
と の 間 の 関 係

資本関係、人的関係、取引関係及び関連当事者への該当事項はあり
ません。

（２）国産新盛股份有限公司

① 名 称 国産新盛股份有限公司（GOLDSUN INNOVATIVE BUILDING MATERIALS CO.,LTD.）

② 所 在 地 台北市内湖区新湖一路８号７楼

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 董事長　謝麗萍

④ 事 業 内 容 建築資材及びコンクリート創意商品販売業

⑤ 資 本 金 60,000,000新台湾ドル

⑥ 設 立 年 月 日 2015年10月12日

⑦ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 国産建材實業股份有限公司　100％

⑧
上 場 会 社 と 当 該 会 社
と の 間 の 関 係

資本関係、人的関係、取引関係及び関連当事者への該当事項はあり
ません。

（３）中興保全股份有限公司

① 名 称 中興保全股份有限公司（TAIWAN SECOM CO., LTD.）

② 所 在 地 台北市大同区鄭州路139号6楼及び７楼

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 董事長　小野寺博史

④ 事 業 内 容 警備保障保全業

⑤ 資 本 金 4,511,970,930新台湾ドル

⑥ 設 立 年 月 日 1977年11月８日

⑦ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 セコム株式会社　27.29％

⑧
上 場 会 社 と 当 該 会 社
と の 間 の 関 係

資本関係、人的関係、取引関係及び関連当事者への該当事項はあり
ません。
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５．株式数の状況

　　（１）異動前の所有株式数　　　4,000株

　　（２）譲渡株式数　　　　　　　4,000株（譲渡価額　6.8百万新台湾ドル）

　　（３）異動後の所有株式数　　　　　0株

６.日程

　　（１）取締役会決議　　　平成30年９月14日

　　（２）合弁解消合意日　　平成30年９月20日

　　（３）株式譲渡日　　　　平成30年９月20日

７．今後の見通し

当該合弁解消により、当社は平成30年９月期において、関係会社株式売却損(特別損失)

約13百万円を計上いたします。

なお、本件による平成30年９月期の業績への影響は、現在精査中であります。

今後、業績予想の修正が必要と判断した場合には、速やかに開示いたします。

以上
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